
（3）市町村財政比較分析表(普通会計決算) 長野県王滝村平成22年度
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市 町 村 類 型
( 年 度 毎 )

H18  Ⅰ－２  H19  Ⅰ－２  H20  Ⅰ－２
H21  Ⅰ－２  H22  Ⅰ－２

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

※市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※平成23年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記しない。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。

※「人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政力指数[0.24]
類似団体内順位

20/60
全国平均

0 53
長野県平均

0 42

財政力指数の分析欄

税収の割合は、固定資産税が８３％、個人が１１％、法人が４％で、増収が見込まれる法
人税は、法人数で４８法人、そのうち法人税割は８法人と少なく、また、人口減少も著しいこ
とから財政基盤が弱く類似団体の平均値を下回っている。
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財政構造の弾力性

経常収支比率[70.1%]
類似団体内順位

5/60
全国平均

89 2
長野県平均

82 7

経常収支比率の分析欄

過年度より経常収支比率は類似団体より低く、弾力性のある財政運営が図られている。平
成２２年度は過疎債ソフト事業の充当などにより経常費用が下がったものと考えられる。
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[574,802円]
類似団体内順位

44/60
全国平均
114 985

長野県平均
124 369

人口1人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄

平成１６年度までスキー場運営を直営で行っていたため、職員数は類似団体の平均値と比
較すると多い。平成１７年度の財政非常事態宣言から人件費の抑制を開始し、平成１８年
度は給与２５％の削減であったが、その後減少し、平成２２年度は４％～６％となった。削
減率の緩和と共に乖離してきている。
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給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数[91.4]
類似団体内順位

25/60
全国市平均

98 8
全国町村平均

95 3

ラスパイレス指数の分析欄

平成１８年度から独自の給与削減をおこなった。平成１８年度２５％、平成１９年度２０％、
平成２０年度２０％、平成２１年度１０％、平成２２年度４～６％。給与の回復と共に指数も
上昇しているが、類似団体とは均衡している。
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [46.19人]
類似団体内順位

56/60
全国平均

7 24
長野県平均

7 86

人口千人当たり職員数の分析欄

集中改革プランによる平成２２年度までの定員管理は達成しているが、平成１６年度までス
キー場を直営で運営してきたため、職員数は兼ねてから多く、類似団体の平均値と比較す
ると倍となっている。
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公債費負担の状況

実質公債費比率[12.4%]
類似団体内順位
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10 5
長野県平均

11 8

実質公債費比率の分析欄

公営企業会計（法適：スキー場）への債務償還費用の繰出が減少したことにより、平成２１
年度には２３％と早期健全化団体を脱し、平成２２年度には１２．４％まで回復した。平成２
２年度から過疎債の新規借入が発生しているが、今後も安定した状態を維持できる見通し
である。
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将来負担の状況

将来負担比率 [56.3%]
類似団体内順位
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将来負担比率の分析欄

公営企業会計（法適：索道事業）の債務繰上償還により企業債残高が減少しているため、
負担比率も大幅に回復している。一般会計の過疎債以外の借入は想定していないため、
今後も現状を維持できる見通しである。
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